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東日本大震災への対応および今後の対策
2011年3月11日に発生した東日本大震災は、東北・関東地方に甚大な被害をもたらしました。住友化学グループでは、
震災以降、さまざまな形で被災地の支援を実施してきましたが、今後も支援を継続していくとともに、電力不足への対
応や事業を安全・着実に継続するための災害に備えた取り組みを進めていきます。

　住友化学は、被災者の救援や被災地の復興に役立ててい
ただくため、３億円を中央共同募金会へ寄付しました。また、
役員および従業員を対象として募金活動を行い、集まった
義援金約900万円を被災地（宮城県、岩手県、福島県）への
寄付と罹災した従業員への見舞金に充てました。
　この他、大日本住友製薬株式会社、住友ベークライト株
式会社、日本メジフィジックス株式会社、住友精化株式会社、
シンガポールのグループ会社7社、ペトロ・ラービグ社など、
国内外のグループ会社が義援金や物資の寄付を実施しまし
た。

　被災地のニーズに合った物資の支援を実施しました。まず、
緊急支援として、毛布約4,900枚をＮＧＯ「ワールド・ビジョ
ン・ジャパン」を通じて宮城県南三陸町に届けました。
　加えて、マスク、シャンプー・歯ブラシなどの日用品、食用
油、下着などを、日本経団連と協力して被災地へ送りました。
　さらに、日本経団連が東京、名古屋で実施した取り組み（救
援物資の詰め合わせ）に対しても、文具、弁当箱、傘などの物
資を提供するとともに、その詰め合わせ作業に住友化学およ
びグループ会社の社員がボランティアとして参加しました。

義援金の寄付

被災地の支援

救援物資の寄付

被災地に到着した住友
化学からの支援物資。

　住友化学は、東日本大震災による直接の被害や原子力発
電所事故に伴う風評被害などによって、深刻な打撃を受けて
いる東北・関東地方の農業、水産業、および食品関連事業に携
わる方々を支援するため、さまざまな取り組みを行っています。
　例えば、社員食堂では、東北・関東地方の食材を用いた寄
付金付のメニューを提供しています。集まった寄付金につい
ては、同額を会社が拠出し合算したうえで被災地へ寄付する
予定です。

　さらに、東京本社においては、東北・関東地方の農水産物・
加工品の物産展「被災地応援マルシェ」を社内で従業員向け
に開催したほか、近隣企業3社と合同で、地域住民なども対
象に規模を拡大して実施しました。今後、その他の事業所に
も水平展開していく予定です。

　住友化学では、7月下旬、公募により社員ボランティアを
募り、被災地へ派遣しました。現地では、被災地のニーズに
合った支援活動を行うとともに、衛生害虫の被害を被ってい
る地域については、当社製品（殺虫剤、防虫ネット）の提供およ
び設置作業を行いました。
　当活動は、被災地のニーズに応じ、継続して実施する予定
です。

被災地域の産業支援

被災地への社員ボランティア派遣および衛生害虫対策支援

物産展「被災地応援マルシェ」。

トピックス

東北・関東応援メニュー。
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夏場の電力不足への対応

地震等の災害に備えた対策

　夏場の電力不足に対応するため、需要・供給の両面から
積極的に節電対策を進めています。
　需要面では、冷房の運転方法の工夫、照明の間引き、クー
ルビズの推進等に取り組んでいるほか、実質的な減産を回
避しつつピーク電力の削減を図れるよう、夜間への操業シ
フト、勤務日振り替え等の対策を講じています。
　一方、供給面については、自家発電設備を保有している
事業所ではこれを活用し、保有していない事業所は必要に
応じレンタル自家発電設備の調達を進めています。
　また、住友化学の子会社である住友共同電力株式会社が
中心となって設立した川崎バイオマス発電株式会社では、
2011年2月から、建築廃材等を利用したバイオマス発電事
業を開始しており、現在、CO2フリーのクリーンな電力を
東京電力に供給しています。

　地震等の大規模災害が発生した場合、地域住民や関係先
の皆様、従業員の安全を守ることは当然として、二次災害をも
たらさないこと、事業への影響を最小限にとどめることも企
業の責務であり、存立の基盤でもあります。こうした考えに
立って、住友化学では、「リスク・クライシスマネジメントの基

本方針」を定め、不測の事態に対しては、人命の尊重、安全・環
境・社会への配慮を最優先に迅速かつ適切に対応するととも
に、リスクや損害の低減に向けて、以下の対策を講じています。
　危険物や高圧ガス等を取り扱う工場・研究所では、日ごろ
から安全・安定操業に努め、法律で定められている以上の安
全対策を自主的に実施しています。
　具体的には、一定規模以上の地震が発生した場合には、速
やかに安全な状況で遠隔停止できるようプラントを設計した
り、大規模災害が発生しても危険物が漏洩しないような対策
を講じているほか、タンクやプラントの設備の耐震性の向上
に計画的に取り組んでいます。また、万一の事態に備えて、緊
急時対応の諸規則・マニュアル、防火・消火設備を整備する
だけではなく、定期的に消防署や近隣企業と合同で訓練を
実施しています。
　今回の震災では、サプライチェーンの重要性が改めてク
ローズアップされました。住友化学では、大規模災害が発生
した際にも事業継続と早期復旧が図られるよう事業継続計
画（BCP）を策定するとともに、原料の供給途絶によって、生産
がストップすることのないように、供給元の複数化、代替品
などの供給ソースの多様化の取り組みを進めています。また、
物流面では災害発生時の復旧対応として顧客への代替輸送
の確保を図っています。
　住友化学では、これまでも大規模災害に備えて、さまざま
な対策を実施してきましたが、東日本大震災を踏まえ、津波
等、想定される事態を見直したうえで、各面から対策を強化
し、安全の確保や製品の安定供給に向けた体制づくりに努め
ていきます。

　

Sumitomo Chemical CSR Highlight 2011

筑波研究所のレンタル
自家発電設備。
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　住友化学は、中国・北京で2011年6月1日から3日に開催
された「日中グリーンエキスポ2011」に出展しました。
　「日中グリーンエキスポ2011」は、日本経団連が設立した
NPO法人と中国国際貿易促進委員会が主催する初の国際環
境見本市で、日本と中国の企業、研究機関などが参加しまし
た。住友化学は、環境や社会に貢献する当社の幅広い製品・
技術を、「くらし」「クルマ」「食」「CSR」の切り口から、新しい映
像技術を活用したメインショーと展示パネルで紹介しまし

た。なお、当展示会には、日
本からは65社、中国からは
27社が出展し、3日間の来
場者数は20,230人でした。

　住友化学は、2011年6月4日、中国の重慶市人民政府と「住
友化学重慶青年環境保全賞」および「住友化学日中交流の架
け橋となる人材賞」に関する協定書を締結しました。
　重慶市の薄熙来書記との会見後に行われた本協定書の調
印式には、重慶市の劉副市長、艾揚副秘書長、当社からは米倉
会長、高尾専務をはじめとした双方の関係者が出席しました。
　「住友化学重慶青年環境保全賞」は、重慶市の環境保全に関
する研究奨励を目的としており、奨励金に加え、当社をはじめ
とする日本の主要企業において環境保全に関する懇談会や工
場見学等を実施できるようサポートするものです。
　また、「住友化学の日中交流の架け橋となる人材賞」は、今
後の重慶において日本との交流を深化させる人材育成を目的
としており、重慶市政府や重慶大学をはじめとする重慶市の
主要大学において将来の日中交流を担うであろう人材に対し、
当社が奨学金を付与するものです。
　当社はこのような取り組みを通じて、重慶市の持続的な経

済成長への支援のみな
らず、日中両国間の協力
関係の強化による両国
ならびに国際社会の発
展に引き続き貢献して
いきます。

　住友化学は、2011年1月に発足した国連の「グローバル・
コンパクト・リード」に加盟しました。
　「グローバル・コンパクト・リード」は、気候変動や貧困など、
人類社会が抱えるグローバルな重要課題への取り組みなど
について、国連グローバル・コンパクト(UNGC)の中で率先
的な役割を果たすための新たな枠組みとして、潘基文国連事
務総長の呼びかけにより結成されました。
　135カ国8900のUNGCメンバーのうち、UNGCへの貢
献が大きい企業56社が加盟
し、日本からは住友化学を含
め３社が加盟しています。

　2010年11月2日、ロンドンにおいて2010年「アグロウ・
アワード」（Agrow Awards）の授賞式が開催され、マラリ
ア予防に効果を発揮している住友化学の防虫蚊帳「オリセッ
ト®ネット」が、「ベストイノベーション（非農業製品）」部門
（Best Innovation in Non Crop）で、同賞を受賞しました。
日本企業が「アグロウ・アワード」を受賞するのは、今回が初
めてとなります。
　「アグロウ・アワード」は、農薬業界に関するニュース、市場
分析などさまざまな情報を提供している媒体、「アグロウ」誌
が主催しています。13の部門から構成されており、当社の
「オリセット®ネット」が受賞した「ベストイノベーション（非農
業製品）」部門では、家庭害虫、病原菌媒介害虫駆除といった、

農業以外の分野で用いら
れる薬剤に関する技術な
どを対象に審査が行われ
ました。

活動トピックス

「日中グリーンエキスポ2011」で
住友化学の次世代技術を紹介

重慶市人民政府と協定書を締結

国連グローバル・コンパクト・リードに加入

2010年「アグロウ・アワード」を受賞

トピックス

2010年「アグロウ・アワード」
授賞式。

「日中グリーンエキスポ2011」
住友化学ブース。

協定書の調印式。
（左）重慶市艾揚副秘書長（右）住友化学高尾専務
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　2010年11月、株式会社三井住友銀行より住友化学に対し
て、総合化学企業として初めて「環境配慮企業支援ファンド」
を活用した融資が実施されました。本融資制度は、株式会社
三井住友銀行と株式会社日本総合研究所が共同で作成した
独自の評価手法に基づいて、企業の環境配慮状況に対する詳
細な評価・診断の結果を踏まえて行われるものです。 
　こうした検討の結果、当社の環境に対する一連の取り組み
が極めて先進的で、十分な環境配慮経営がなされているとの
高い評価を受けたことにより、当社への融資が実現しました。
住友化学は、本融資制度を積極的かつ有効に活用することで、
環境経営の一層の強化・発展につなげていきたいと考えてい
ます。

　住友化学は、レスポンシブル・ケア活動に対する関心を高め、
活動をより強固なものにしていくことを目的に、エネルギー・
環境保全および化学物質管理のそれぞれの主要分野において、
業務の標準化・システム化の取り組みを加速させています。
　作業量が膨大で、定型的な内容が多いにもかかわらず、重
要度が高い管理業務について、効率化・省力化・見える化を
実現することで、担当者の作業負担を軽減し、その分をデータ
解析、評価作業、緊急性の高い業務のフォローに充てることで、
マネジメント全般の高度化を図ることが狙いです。あわせて、
昨今、頻繁に繰り返される法改正等による諸規制の見直しを
踏まえたコンプライアンス体制の強化も視野に入れています。
　また、グループ各社に対しても、当社の取り組み内容を具体
的かつ詳細に説明し、情報の共有化に努めています。
　今後も引き続き、業務の標準化・システム化を計画的に推
進していきます。（詳細については、「CSRレポート2011」p.40を
ご参照ください）

環境配慮企業支援ファンドを活用した
融資の実現

環境・化学物質管理における業務の標準化・
システム化の推進

エネルギー
（CO2他）

環境保全

化学物質

●事業所「エネルギー使用量・CO2 排出量集
　計システム」構築

●製品使用に伴う「温室効果ガス排出量削減
　貢献量算出ガイドライン」策定

●製品の「LCA（CFPを含む）算出方法」標準化

●全社「温室効果ガス集計システム」改修

●全社 「PRTR集計システム」改修
　（VOC集計機能を追加）

●事業所「廃棄物管理システム」新規導入
　（ASPのアプリケーションソフトを活用）

●全社「廃棄物処理法に基づく電子マニュ
　フェスト化」推進
　（全社での電子化率70％を目指す）

●「化学品総合管理システム（SuCCESS）」改修
　（GHS対応のMSDS出力機能の追加他）

2010/下期 

2010/下期 

2011/上期
  
2013/下期
  (予定）

2011/上期 

2011/上期

2008/上期

2012/上期
 (予定） 

分 野 システム名称 運用開始

平成22年11月30日 

各  位 

株式会社 三井住友銀行 

住友化学株式会社に「環境配慮企業支援ファンド」を活用した融資を実施

 株式会社三井住友銀行（頭取：奥 正之）は、日本銀行の「成長基盤強化を支援するた

めの資金供給」の趣旨に則り組成した「環境配慮企業支援ファンド」を活用し、住友化学

株式会社（代表取締役社長：廣瀨 博）に対し、融資を実施致しました。

 三井住友銀行では、地球環境の維持向上につながる商品開発やソリューション提供を行

う一環として、2008 年より「ＳＭＢＣ環境配慮評価融資」に取り組んでおり、三井住友銀

行と株式会社日本総合研究所（代表取締役社長：木本 泰行）の作成した独自の評価基準

に基づき企業の環境配慮状況を評価・診断することで、先進的な環境配慮経営を行う企業

に対して積極的支援をして参りました。 

「環境配慮企業支援ファンド」は、従来の「ＳＭＢＣ環境配慮評価融資」の枠組みに、

日本銀行の「成長基盤強化を支援するための資金供給」を活用することで、企業の環境配

慮経営への支援、並びに日本経済の成長基盤強化への支援に、従来以上に取り組むことを

目的に組成したものです。 

今回対象となった住友化学株式会社は、環境省の創設したエコ･ファースト制度※におい

て総合化学会社では初めての「エコ･ファースト企業」として認定され、持続可能な社会

に積極的に貢献されています。今回の環境配慮状況の調査においても、「環境保全対策の

取組と成果の状況」「環境負荷の把握の状況」「環境マネジメント」の面で非常に高い水

準であると判断され、企業経営において大変優れた環境配慮を実施されているとの高い評

価となりました。 

特に、①国内全事業所および国内外のグループ会社でレスポンシブル･ケア(RC)を経営

上の最も重要な柱のひとつとしてグローバル展開をされ、協力会社等にも PDCA サイクル

の構築を働きかけられている点、②化学物質の安全性評価を環境対策の核心に位置づけら

れ、「エコ･ファーストの約束」として、2016 年度までに、年間 1トン以上製造／販売して

いる全製品の安全性に関する再評価に務め、2020 年度までに適切なリスク評価を実施する

とされている点などが高く評価されました。 

なお、今回の住友化学株式会社に行った「環境配慮企業支援ファンド」の活用は、総合

化学業界では初となります。 

三井住友銀行では、日本銀行の「成長基盤強化を支援するため資金供給」の趣旨を踏ま

え、当行のノウハウ及び情報提供力を十分に発揮できる『環境』・『中国』等の分野を中心

に、引き続き企業の活動を支援して参ります。 

※エコ･ファースト制度･･･環境保全に関する業界のトップランナー企業の環境保全行動を更に促進し
ていくため、  企業が環境大臣に対して京都議定書の目標達成に向けた地球温暖化対策など、自らの
取り組みを約束する制度 

以 上 

Sumitomo Chemical CSR Highlight 2011 

さまざまな分野における業務標準化・システム化の進捗状況



推進室

植物
植物




